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一 本稿の課題
筆者は、最近、別稿において、フランスにおける公務員の政治活動とそ
の規制のあり方について、フランスの立法、学説、判例の分析を踏まえた
考察を加える機会があ
(１)
った。そこにおいて、筆者は、フランスにおける公
務員の政治活動に関する法的特色として、①公務員の政治活動を直接規制
する法の規定は、一般の公務員については存在しないこと、②公務員の政
治活動は、まずなによりも公務員の権利（表現の自由）として捉えられて
いること、③公務員の政治活動は原則として自由であり、それが一定の限
度を超えた場合に限って判例法上の制約が加えられること、④公務員の政
治活動が制限を受ける場合であっても、それに対する制裁は懲戒処分に限
られ刑罰の対象とはならないこと、の４点を指摘し、これらの点で、国家
1031
公務員法102条とそれを受けた人事院規則14-７によって政治活動の大半が
禁止され、それに対する違反が同法110条１項19号によって刑罰（３年以
下の懲役または100万円以下の罰金）の対象とされているわが国の国家公務
員の現状とは著しい対照をなしていることを明らかにした（わが国の地方
公務員の場合は、刑罰規定がない点を含めて国家公務員よりも規制は緩やかで
あるが、原則規制という立場に立っている点では、国家公務員の場合と基本的
に異なるところはない）。
ところで、上記③に述べたように、フランスでは、公務員の政治活動に
対する制限は、わが国の場合とは異なり、行政裁判所の判例法理にもとづ
いて課せられる仕組みになっている。この制限の根拠となっているのが、
コンセイユ・デタの長期にわたる判例の蓄積のなかで形成されてきた「慎
重義務」（obligation de re?serve）の法理である。したがって、フランスに
おける公務員の政治活動のあり方を考察するためには、慎重義務に関する
判例の分析が不可欠の課題ということになる。なかでも、慎重義務違反の
有無について、判例がいかなる基準にもとづいて判断しているのかという
問題は、政治活動の自由に対する制限の具体的あり方を知るうえで、すぐ
れて重要な論点である。しかし、上記別稿においては、個々の判例をとり
あげて分析する余裕がなかったため、学説における判例の分析・解説に依
拠するという形をとりながら判例における慎重義務の判断基準を紹介する
にとどま
(２)
った。
そこで、本稿では、別稿で紹介した慎重義務の判断基準について、改め
て、具体的判例を素材にしながら考察を加えることとしたい。なお、前提
となるフランスの公務員制度の概要、フランスにおける公務員の種類と本
稿の対象となる公務員の範囲、さらに公務員の政治活動に関する立法と学
説の状況等については別稿で扱っているので、あわせて参照願えれば幸い
である。
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二 慎重義務とはなにか
判例の分析に入る前に、あらかじめ慎重義務とはどういうものかについ
て、ごく簡単に述べておき
(３)
たい。
(1) 判例法理としての慎重義務
慎重義務は、20世紀初頭以来のコンセイユ・デタの判例の蓄積の結果と
して形成されてきた判例法理であり、第２次大戦後に制定された統一的公
務員法（官公吏一般身分規程）の規定のなかにも取り込まれることなく、
一般の公務員については、現在なお判例法理として重要な役割を果たし続
けている。法治主義の観点からは、公務員の権利制限については法律の明
文規定で定めるべきであるという議論も成り立ちうるところであるが、現
行法である1983年７月13日法（官公吏一般身分規程）の制定の際には、議
会でそのような議論があったにもかかわらず、結局のところ、慎重義務が
条文として盛り込まれるには至らなかった。その理由については、別稿で
述べたよ
(４)
うに、慎重義務を明文規定で定めることによってかえってその解
釈について判例の態度を厳格化させ、これまで制限が比較的緩やかに解さ
れてきた一般の公務員についてはむしろ政治活動に対する制限の強化を招
きかねない、との危惧を政府が抱いたからであると説明されている。
このように、政府と立法者は、慎重義務の解釈・適用につき、明文規定
を置くよりも、将来にわたって行政裁判所にその判断を委ねることを選択
したわけであるが、そこに、公務員の表現の自由（政治活動の自由）と公
役務の要請との調整という微妙な問題をめぐって、長年の歴史のなかでコ
ンセイユ・デタが培ってきた柔軟な解釈態度に対する政府・立法者の信頼
を読み取ることができよう。
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(2) 原則としての政治活動の自由
冒頭で触れたように、慎重義務は、公務員の政治活動を含む表現の自由
に対して一定の制約を課する法理であるが、慎重義務の前提には、公務員
も、一般の市民と同様に公的自由の一環として表現の自由を広く享有して
おり、それにもとづいて自らの意見を自由に外部に表明することができ
る、という基本的考え方が据えられているということを確認しておく必要
がある。これは、フランスにおいて公務員の政治活動を考える場合の最も
基本的な視点であり、フランスの学説の一致して強調するところでもあ
る。
しかし、同時に、表現の自由については、思想の自由（意見の自由）の
場合とは異なり、それが単なる公務員の内心の問題にとどまらず、外部に
対して何らかの具体的な影響を及ぼしうるものであることから、公役務の
良き運営の要請等との関係で一定の制限に服さざるをえないことになる。
この制限は、職務内（職務遂行中）と職務外とでは異なるものがあり、学
説・判例においても、一般にこの２つの場合を区別して制限の内容が語ら
れてきた。
(3) 職務遂行中の政治活動
まず、職務内、すなわち職務遂行中の公務員の表現の自由であるが、職
務遂行中の公務員の政治的行為については、公役務の中立性・公平性の要
請に反することになるので許されない、とするのが学説・判例の説く原則
である（ただし、政治的立場を考慮して政府の裁量によって任用される自由任
用職の公務員は除く）。判例においても、職務中の公務員の政治的行為は、
公務員の「中立義務」（obligation de neutralite?）に反する違法行為である
とするのが通例で
(５)
ある。もとより、ここでいう中立義務は、公務員個人が
政治的に中立でなければならないことを意味するものではなく、国民に対
して公務を中立・公平に執行しなければならないという公役務の中立性・
公平性にもとづく職務上の義務のことであり、このような観点から、それ
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に対する違反についても、特定の者を差別的に扱ったり、職務を自らの政
治的・宗教的プロパガンダに利用することなど、公務の中立・公平の見地
から当然に許されない行為がその例としてあげられているにとどまる。
(4) 職務外の政治活動
これに対して、職務外の公務員の政治的行為、すなわち職務と離れて勤
務時間外に行われる公務員の政治的行為については、職務遂行中の行為と
は反対に、自由がその原則をなすとされる。この観点から公務員に許され
る行為の例として、一般に、公職選挙への立候補と選挙運動、政党への所
属と政党内での積極的な活動、文書・口頭による言論活動等があげられる
が、これらに限らず、公務員が自らの政治的意見を外部に表明したり、自
らの政治的信条の実現のために行う諸活動は、広く政治活動の自由として
公務員に対して保障されることになる。
このようにして、職務外における公務員の政治活動は原則自由というこ
とになるが、もとよりそれは全くの自由というわけではなく、そこには一
定の制限が伴っているとされる。この制限の中心をなすのが、先に述べた
慎重義務（obligation de re?serve）と呼ばれるものである。ここでいう
re?serveとは、慎重、抑制、謙抑、節度、節制、控え目といった意味合い
の語であり、慎重義務とは、ひとことでいえば、公務員は職務外において
原則として政治活動の自由を保障されているが、政治的意見の表明につい
ては一定の節度をもって行わなければならない、とする趣旨を表す法的概
念である。
以上から分かるように、慎重義務とは、公務員の職務外における政治活
動に対する制約法理であるが、その前提には、中立義務によって原則とし
て政治活動が禁止される職務中の場合とは違って、職務外における公務員
の政治活動は原則自由である、という観念が据えられていること注意する
必要がある。
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三 慎重義務に関する判例
(1) 公務員の表現の自由に対する制約法理である慎重義務は、とくに公
務員の政治的意見の表明（政治活動）について問題となることが多いが、
これまで判例上慎重義務が問題とされてきた例としては、政治的意見の表
明のほかにも、宗教的意見の表明（宗教的活動）が問題となったケースな
ども含まれている。また、政治的意見は個人の思想・哲学・世界観・宗教
観と関わっていることが少なくなく、この場合、狭い意味での政治活動だ
けではなく、より広い観点から政治活動の概念をとらえておく必要があ
る。さらに、明確な政治的意見の表明という形をとらない場合であって
も、政府や上司に対する批判が、単なる個人的批判にとどまらず政府・上
司の政策や職務遂行に関わる批判も含むような場合には、これまた公務員
の政治活動ないし政治的行為としての一面をもつものととらえることがで
きる。これまでの判例においても、狭い意味での政治活動だけではなく、
上記のような場合も含めて慎重義務が問題とされてきたので、以下でも、
このような観点から見た慎重義務に関する判例を考察の対象とすることと
したい。
(2) フランスの行政裁判は、長い間コンセイユ・デタ（Conseil d’Etat）
によって担われてきたが、第２次大戦後に至って、1953年には地方行政裁
判所 (tribunal administratif)が、そして1987年には控訴行政裁判所 (Cour
 
administrative d’appel）が創設されることとなり、これに伴い、かつては
コンセイユ・デタの判決のみであった慎重義務に関する判例のなかにも、
最近は、控訴行政裁判所や地方行政裁判所の判決が散見されるようになっ
ている。しかし、全体として見るならば、その大部分は依然としてコンセ
イユ・デタの判決であり、以下にあげるものも、一部に控訴行政裁判所と
地方行政裁判所の判決が含まれてはいるものの、その大半はコンセイユ・
デタの判決である。
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(3) 文献等で紹介されている慎重義務に関する判決の数は50前後を数え
るが、そのなかで筆者が参照しえたものを年代順に並べた一覧は、以下の
とおりである。なお、これらのなかには、判決自身は慎重義務の語を用い
てはいないものの、内容的に見て慎重義務に関する判決として学説により
紹介されている初期の判決も含まれている。
【慎重義務に関する判例一覧】
〔判例１〕 CE 19de?c.1919,Chobeaux,L.940
〔判例２〕 CE 11janv.1935,Bouzanqet,L.44
〔判例３〕 CE 25janv.1935,Defrance,L.105
〔判例４〕 CE 29juin1938,Commune de Mouzon,L.596
〔判例５〕 CE 11juill.1939,Ville D’Armentie?res,L.468
〔判例６〕 CE 3mai1950,Jamet,L.247
〔判例７〕 CE 20fe?v.1952,Magnin,L.117
〔判例８〕 CE 11fe?v.1953,Toure?Alhonsseini,L.709
〔判例９〕 CE 13mars1953,Teissier,L.133,D.1953735,concl.Dnnedieu
 
de Vabre
〔判例10〕 CE 5fe?v.1954,Addad Abdelkader,L.78
〔判例11〕 CE 1er oct.1954,Guille,L.496,D.1955431
〔判例12〕 CE 6mai1955,Haut-Commissaire de France en Indochine c/
Hauger,L.242
〔判例13〕 CE27mai1955,Kowalewski,L.297,D.1955687,AJDA1955281
〔判例14〕 CE 12oct.1956,Coquand,L.362
〔判例15〕 CE 8juin1962,Frischmann,L.492
〔判例16〕 CE 8janv.1964,Beville,AJDA 1964444
〔判例17〕 CE 8janv.1965,Le Nulzec,L.12
〔判例18〕 CE 9juill.1965,Pouzenc,AJDA 1965179
〔判例19〕 CE 25mai1966,Rouve,L.361,D.19676
〔判例20〕 CE 13juill.1966,Leblanc,L.476,AJDA 1967106
〔判例21〕 CE 8mars1968,Plenel,L.168,AJDA 1968247
〔判例22〕 CE 10janv.1969,Melero,L.24,AJDA 1969366
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〔判例23〕 CE 10mars1971,Janne?s,D.1972735
〔判例24〕 CE28janv.1972,Fe?de?ration Ge?ne?rale des syndicats de la police
 
CGT, syndicat national des officiers de police de la su?rete?
nationale SGP, SNPT, SNIP,L.89
〔判例25〕 CE 1er de?c.1972,Obrego,D.1973190,note J.Robert
〔判例26〕 CE31janv.1975,Exertier et Volff,L.70,RDP1975pp.821-822
〔判例27〕 CE 21oct.1977,Fontaine,L.511,AJDA 1978111
〔判例28〕 CE 5mai1982,Bidalou,D.1984103note F.Hamon
〔判例29〕 TA Montpellier25oct.1984,Chaminas,L.656
〔判例30〕 CE26juill.1985,Ministre de l’inte?rieur et de la de?centralisation
 
c/Gandossi,L.245
〔判例31〕 CE 25nov.1987,District du Comtat Venaissin,L.T.796
〔判例32〕 CE 28avril1989,Duffaut,RFDA janv.-fe?v.1991134
〔判例33〕 CE 2juin1989,Collier,RFDA janv.-fe?v.1991134
〔判例34〕 CE8juill.1991,Martin et Commune de Levallois-Perret,L.T.
1022
〔判例35〕 CE 28juill.1993,Marchand,L.248
〔判例36〕 CAA de Paris21mars1996,Saco,L.564
〔判例37〕 CE 23avril1997,Bitauld,L.T.901
〔判例38〕 CE 10nov.1999,Saco,L.T.852
〔判例39〕 CE 13mars2006,Maison de retraite de Gerbeviller,
http://www.Legifrance.gouv.fr/affichJuriAdmin.do
（注１）判例の表記について
○裁判所について
・CE＝コンセイユ・デタ
・CAA＝控訴行政裁判所
・TA＝地方行政裁判所
○判例集・雑誌類
・L.＝Recueil des de?cisions du Conseil d’Etat:statuant au contentieux
 
du tribunal des conflits et des jugements des tribunaux administratifs
(通称 Recueil Lebon)
・L.T.＝Recueil Lebon Table
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・D.＝Recueil Dalloz
・AJDA＝Actualite?Juridique-Droit Administratif
・RDP＝Revue du Droit Public et de la science politique en France et
 
a?l’e?tranger
・RFDA＝Revue Française de Droit Administratif
○事件名について
・判例集には判決年月日とともに当事者（通常は原告）の名前が表記され
るのが通例であり、上記イタリックの部分がそれに当たる。
（注２）判決文、論告、ノートについて
○コンセイユ・デタの審理は書面審理が基本であり、事前手続（instruc-
tion）を経た後、公開法廷で、論告委員（commissaire du Gouverne-
ment）と呼ばれる裁判官が、事件の争点について整理し、自らの意見を
提示した論告（conclusion）を口頭で述べ、それを受けて合議を行い判決
の言渡しがなされるという手続になっている。この論告委員の論告には、
事件の事実関係や判決の趣旨を理解するうえで重要な内容が含まれている
ことが少なくないが、判例集に収録されている判例のなかで論告が掲載さ
れている判例は重要なものに限られている。上記のうち、concl.とあるの
は判例集に論告が掲載されていることを、その後に記されているのは論告
委員の名前を示している。
○市販の判例集や雑誌には、重要判例について著名な学者や実務家による判
例評釈（note）が付せられることがあり、これも判例分析のうえで重要な
手がかりになる。上記に noteとあるのは判例集・雑誌に判例評釈が付さ
れていることを、その後に記してあるのは評釈者の名前を示している。
○コンセイユ・デタの判決文そのものは、伝統的にきわめて簡潔に記される
慣例となっている。また、判例集には、判決文のすべてではなく、その一
部や要旨のみが簡単に（場合によっては数行で）記載されることも少なく
ない。そのため、判決の背景や事実関係、判決の考え方や理論的位置づけ
を理解するためには、論告委員の論告や判例評釈がきわめて重要な役割を
果たしている。
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四 慎重義務の判断基準
筆者は、別稿において、慎重義務の判断基準として、公務員の地位・権
限、職務の内容・性質、公開性の有無・程度、意見表明の内容、意見表明
の場所、組合活動の一環としての意見表明、の６つをあげ、そのそれぞれ
について簡単な説明を加
(６)
えた。以下、この６つの基準に従いながら、具体
的判例をあげて別稿で示した各基準の意義と内容を裏づけることとした
い。
１ 公務員の地位・権限
(１) 公務員の政治活動が慎重義務違反に当たるかどうかの判断基準につ
いて、判例・学説が共通してあげる最初のものが、公務員の地位・権限で
ある。この基準によると、地位と権限が上位にある公務員ほど慎重義務の
要請の度合いが強くなるということになる。とくに、その任免が政府の自
由裁量に委ねられている自由任用職の公務員については、表現の自由のみ
ならず、思想の自由（意見の自由）も大きな制限を受けることになる。
(２) この点に関する代表的な判例が、〔判例９〕である。この事件は、
フランス大学連合が公開書簡によってフランス政府に対して「激しい侮辱
的な攻撃」（des attaques violentes et injurieuses）を加え、それが新聞で報
道されたことに端を発するものである。国立科学研究センター（Centre
 
National de la Recherche Scientifique）の長であり同時にフランス大学連合
の名誉会長でもあった原告は、書簡の決議の起草に参画せず署名もしなか
ったが、その氏名は同連合の名誉会長の一人として書簡のなかに掲載され
ており、書簡を受け取った文部大臣から説明を求められた原告は、書簡の
文言を否認することを拒否したため決議の署名人と連帯しているものとみ
なされ、その職を解かれたというものである。コンセイユ・デタは、上記
の状況のもとで原告がとった態度から政府が導き出した処分事由は、原告
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の責めに帰しうるものであるとして解職処分を適法とした。
『主要行政判例集』に付された
(７)
解説によると、国立科学研究センター長
の地位は政府の自由裁量に委ねられる上級職のひとつであり、したがっ
て、本来、政府は、単なる政治的都合を理由にその職を解くことができる
が、本件においては、文部大臣が原告の犯した非違行為を理由にその決定
を行ったことから、原告が政府に対する激烈で侮辱的な攻撃を否認するこ
とを拒否したことが懲戒処分の対象たる非違行為に当たるか否かという形
で問題が現れることとなり、この点につき、論告委員は、国立科学研究セ
ンター長としてのその地位と責任を考慮するならば、原告は政府に対して
特別の慎重さ（re?serve）を保つべきであり、それを怠った原告の行為は非
違行為を構成するとの論告を行い、コンセイユ・デタもそれに従って請求
を棄却したものである、とされている。
本判決は、一般に、自由任用職公務員の政府に対する忠誠義務違反の問
題として思想の自由の制限の例のひとつにあげられるものであ
(８)
るが、政府
に対する公然たる攻撃が非違行為を構成するか否かという形をとって問題
となっているという面では、慎重義務と密接に関連する問題ということが
できる。
（３) これとは反対に、自由任用職に属さないとして懲戒処分が違法とさ
れた例が、〔判例11〕である。これは、大学区視学官 (inspecteur d’acade?mie）
である原告が、文部大臣によって中等教育教員に配置換えされた措置の取
消しを求めた事件である。コンセイユ・デタは、この措置は単なる配置換
えとみなすことはできないこと、大学区視学官は、その職務の性質からす
ると政府が役務の利益の観点から自由に解任できる公務員には含まれない
こと、原告からその職を解く措置は懲戒処分としてしか法的になしえない
ものであるが、文部大臣は、原告に対して懲戒処分をすることを正当化し
うるいかなる事実も存在しないことを認めていること、等を理由として文
部大臣の措置を違法とした。
判決に付されたコンセイユ・デタ修習官ブレバンの評釈によれば、原告
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は、大学区視学官であると同時に共産党の市議会議員でもあるが、文部大
臣は、原告が、完全な公平観念をもって、また彼の政治的意見や政治活動
によってその職務上の義務から逸脱することなしに、一般に満足できるよ
うな仕方で職務を遂行していたことを認めている、とされている。そし
て、かかる状況のもとで、もし大臣が懲戒処分をとろうと欲したとしたな
らば、コンセイユ・デタは、公務員が政党に加入し、そこで活発に活動
し、そしてこの政党の候補者リストに選ばれることさえ、それだけでは公
役務の中立性への侵害がない限り職務上の非違行為を構成しないと考えた
であろうことは確実である、と解説して
(９)
いる。この解説からもうかがわれ
るように、本判決は、自由任用職でない一般の公務員に対しては、政党へ
の加入、政党内での活発な活動、さらに政党からの立候補の自由が保障さ
れ、これらの行為は、公役務の中立性を侵害しない限り非違行為に当たら
ないことを明らかにしたものとして、重要な意味をもつ判決である。
（４) また、自由任用職ではなくても、それに類すると見うる職務にある
公務員については、一般の公務員と比較して慎重義務が強く働く傾向にあ
る。
〔判例４〕は、市長秘書が市参事会および市長に対する公然たる敵対的
態度をとることによって、懲戒処分を根拠づける非違行為を犯したとされ
たものであり、〔判例５〕は、市の部長（secre?taire ge?ne?ral）が雑誌記事に
よって市長に対して激しい攻撃（violentes attaques）を加え、市の部長と
して職務上課せられた慎重義務を著しく欠くものであるとされたものであ
り、〔判例17〕は、県知事の直接の協力者として市民保護の職務のために
契約によって採用された職員が、フランス政府の政策に対する度重なる公
然の攻撃を加えた行為によって、「県知事に直接協力することを求められ
る職員に対して課せられる慎重義務」を逸脱したとされたものであり、
〔判例18〕は、市役所の第一課長（chef de premier bureau）が、市庁舎の
なかで市長の面前で激しい口調で吐いた暴言は、「とりわけ同僚および部
下との関係において第一課長に課せられる慎重義務と両立するものではな
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い」とされたものであり、〔判例29〕は、市長に対する抗議状を新聞に公
表した市長秘書長（secre?taire ge?ne?ral）の行為が、「市町村職員の階層
（hie?rarchie）におけるその等級（grade）を考慮」して重大な慎重義務違反
とされたものであり、〔判例35〕は、県知事のもとに置かれた女性の権利
のための特別顧問である職員が県および首相を厳しく批判するコミュニケ
を発表した行為が、「とくに県知事に直接協力することを求められた職員
に課せられる慎重義務」を逸脱するものであるとされたものである。これ
らの公務員は、一般の公務員よりも知事・市長との職務上の結びつきが強
く、それゆえに慎重義務の要請が一般の公務員よりも強く働くと判断され
たものと見ることができる。
（５) これに対して、階層上の地位が相対的に低い公務員については慎重
義務は緩やかに解される傾向にある。〔判例33〕は、市の労務職員 (ouvrier
 
professionnel）が市長の属する政治会派を罵る落書きを市庁舎の塀に書い
た行為を理由として免職処分を受けた事件であるが、コンセイユ・デタ
は、「とりわけ、原告が遂行する職務の性質と階層上の地位を考慮」した
うえで、市長による免職処分を明らかな判断の誤りであるとした。
２ 職務の内容・性質
（１) 慎重義務の第２の判断基準としてあげられるのは、職務の種類、す
なわち職務の内容・性質である。この観点から判例を見ると、一定の職種
にある公務員に対しては、その職務の性質上、通常の職種の公務員よりも
慎重義務が強く求められる傾向が見られる。
（２) そのひとつは警察官であり、〔判例７〕、〔判例19〕、〔判例27〕、〔判
例30〕、〔判例36〕、〔判例37〕、〔判例38〕がそれに当たる。このうち、〔判
例19〕と〔判例30〕を除く５つが慎重義務に違反するとされた事例であ
る。
すなわち、〔判例７〕は、警察署の近くの公道で、1948年末の争議中に
パリ警察がとった行動を激しく批判する内容の記事を掲載した新聞等を私
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服で勤務時間外に通行人と同僚に対して配布した警察副班長（sous-briga-
dier）の行為が、「パリ警察副班長としての原告の地位と両立しない態度
をとり、懲戒処分を適法に根拠づける非違行為を犯した」ものである、と
して原告への停職処分を適法としたものであり、〔判例27〕は、市警察班
長が論争的性格の強い地方紙の編集に参画したことが慎重義務違反とされ
たものであり、〔判例36〕は、巡査部長である原告が、慎重義務を尊重す
べきであるとする上司の度重なる呼びかけにもかかわらず、自分の住居で
政治運動団体の構成員会議を組織し、同じ政治路線にある他の政治運動の
本部において記者会見を開催し、それが地元の新聞雑誌や視聴覚メディア
に報道され地域に激しい反発を引き起こした事案において、原告の行為は
「当該地域の国家警察の活動に影響を及ぼしうるものであり、慎重義務に
違反する」とされたものであり（〔判例38〕は、その上告審で〔判例36〕の結
論を維持したものである）、〔判例37〕は、警察官によって公刊された著作
物が、ほとんど政府の政策への激しい批判と国家機関に対する侮辱的な言
辞に費やされ、集団的な不服従への扇動を伴うものであって役務の良好な
運営を危うくする性質をもつものであるとして、この著作物は「その性質
と表現の激しさ」からいって「慎重義務と両立するものではない」とされ
た事例である。なお、〔判例19〕と〔判例30〕は、組合活動の一環として
行われた行為であることを理由に慎重義務違反に該当しないとされた事例
であり、後に６でとりあげる。
（３) もうひとつの職種は司
(10)
法官であり、〔判例25〕、〔判例26〕、〔判例28〕
がそれに当たる。このうち、〔判例26〕は、組合活動の一環として行われ
た行為であることを理由に慎重義務に違反しないとされたものであるが
（後出）、他の２つは、司法官として課せられる慎重義務に違反したことを
理由に懲戒処分が適法とされた事例である。
まず、〔判例25〕は、大審裁判所付の検事代理（substitut du Procureur
 
de la Re?publique）である原告が、裁判所長によってとられた人事に関する
決定を批判する抗議文書に署名し、この抗議文書の普及に協力した等の行
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為が、「全司法官に課せられる慎重義務に違反した」として原告に対する
戒告処分を適法とした事例であり、ここでは、文書のコピーが県代訴士会
長（pre?sident de la chambre de?partementale des avoue?s）の手元に送達され
て公になったことが慎重義務違反の理由のひとつとされている。つぎに、
〔判例28〕は、大審裁判所判事である原告が、ラジオとテレビの放送番組
のなかで彼が管轄している事件についての意見を公表した行為が慎重義務
に違反する、として原告を免職処分に処した司法官最高評議会の決定を適
法とした事例である。判決に付されたＦ・アモンの評釈によると、原告が
テレビとラジオを通して自ら管轄している事件について意見を述べた行為
は、〔判例25〕の場合よりもその公開の度合いがはるかに大きく、この点
で慎重義務に違反するとされたものであるとする解説を加えている。
（４) このように、治安維持機能を担う警察官や裁判権の行使に関わる司
法官の職務は、国家の秩序維持に密接に関連する職務であり、一般の公務
員よりも慎重義務が厳しく判断される傾向にある。これらに類する職務と
しては、他に軍人とコンセイユ・デタ構成員があり、この２つを含むこれ
ら４職種については現在慎重義務が個別法令によって規定されるようにな
ったことは別稿で指摘したところであ
(11)
るが、この立法化は、上記のような
判例の流れを踏まえてのものにほかならない。
（５) 職務の内容・性質との関係では、以上のほかに教員がとりあげられ
ることがある。〔判例６〕は、小学校補助教員が余暇の時間に自分の信仰
する宗教団体に頻繁に通っていたことを理由に正規教員の候補者リストに
登録しないとする処分を受けた事件であるが、コンセイユ・デタは、原告
はその職務遂行中にすべての公務員に課せられる厳格な中立義務にいささ
かも反していないとして処分を取り消した。このケースに見られるよう
に、教員の場合は、教育の中立性の観点から教員の宗教活動や政治活動が
中立義務との関連で問題とされることが多く、慎重義務との関係が問題と
なる警察官や司法官の場合とはやや問題の局面を異にして
(12)
いる。
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３ 公開性の有無・程度
（１) 政治活動の自由は、自己の意見や信条を外部に伝達・表明すること
によって達成されるものであるから、慎重義務の判断に当たって重要とな
るのが、意見表明が公開性を伴うものであるかどうか、公開の程度や態様
がどのようなものであるか（たとえば、人前での演説か、ビラ配布か、マス
メディアでの意見表明か、など）という点である。一般的にいえば、慎重義
務違反は公役務への何らかの影響を理由とするものであるから、何らの公
開性も伴わない行為は、公役務への影響を生じさせることはないので、慎
重義務違反となることは通常ない。慎重義務違反を構成するためには、意
見表明が何らかの形で公開性を伴って（すなわち外部に認識しうる状況のも
とで）行われることが必要となり、この場合、公開の度合いが高いほど慎
重義務の要請の度も強くなる。
（２) 以上の点からすると、慎重義務違反が問われた事件は、すべて何ら
かの形での公開性を伴うものということになる。すなわち、新聞・雑誌等
の出版物やテレビ・ラジオ等のマスメディアを通した意見の公表（〔判例
１〕＝政治的雑誌への記事の掲載による市民への反乱のあおり、〔判例５〕＝雑誌
記事による市長への激しい攻撃、〔判例19〕＝労働組合の声明の新聞への発表、
〔判例12〕・〔判例21〕＝雑誌への政府攻撃の記事の発表、〔判例22〕＝自ら編集す
る雑誌への大統領を侮辱する図画の公表、〔判例29〕＝市長に対する抗議状の新
聞への公表、〔判例33〕＝政府批判の手紙の週刊誌での公表、〔判例35〕＝県知事
の施策を批判するコミュニケの地方紙への公表、〔判例36〕・〔判例38〕＝自らの
政治運動についての記者会見とメディアでのその報道、〔判例37〕＝公表された
記事による政府の政策への激しい批判）、集会等公の場での演説（〔判例３〕＝
政治討論集会での宣言、〔判例14〕＝政治的性格をもつ争議行為への参加を促す
庁舎前での演説）、公道等でのビラ等の配布（〔判例７〕＝警察署の近くの公道
での警察批判の記事の載った新聞の配布、〔判例14〕＝政治的性格をもつ争議行
為への参加を促すビラの配布）、デモ行進（〔判例13〕＝公道での無許可デモ行
進への積極的参加、〔判例30〕＝デモ行進の組織・統制）、声明・署名等公開の
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文書への関与（〔判例15〕＝政治的性格をもつ労働組合間の協定への署名、〔判
例25〕＝抗議文書への署名と普及活動、〔判例33〕＝政府批判の手紙の週刊誌への
公表）、公然たる選挙活動や議員活動（〔判例23〕＝特定の候補者に反対する公
然の選挙活動、〔判例11〕＝共産党市会議員としての議員活動）、などがその例
である。もちろん、公開性を伴う表現活動であっても他の理由によって慎
重義務違反とならないこともあり、上記の判例のなかにも慎重義務違反に
当たらないとされたものも含まれている。
（３) 公開性と慎重義務の関係を見るうえで興味深い判例が〔判例28〕で
ある。これは、大審裁判所判事である原告が、２つの処分理由にもとづい
てなされた免職処分の取消しを求めた事件である。第１の処分理由は、司
法事務の組織と作用に関して大審裁判長に対して激しく無礼な言葉で書か
れた書簡を送って大審裁判所長と対立したというものであり、第２の処分
理由は、原告がラジオとテレビの放送番組のなかで自らが管轄している事
件についての意見を公表したというものである。これにつき、コンセイ
ユ・デタは、第１の処分理由について、書簡は公表されていないものの、
司法官の品位保持義務（obligation de de?licatesse）に違反する点で懲戒処
分の根拠となるとし、また、第２の処分理由について、慎重義務違反を理
由に懲戒処分を適法とした。すなわち、ここでは、書簡による上司への激
しい批判については、それが公表されていないとの理由で慎重義務違反と
はならないが、司法官に法律上特別に課せられる品位保持
(13)
義務に違反する
ものとされ、他方で、自ら扱っている事件をメディアで公表した点につい
ては、慎重義務違反を構成するものとされている。慎重義務にとって公開
性がいかに重要不可欠な要素をなすものであるかを示す事例であると同時
に、公開性を伴わない場合には慎重義務違反とはならないことを示す事例
でもある。
（４) 政治的意見の公開性には、通常の場合、意見表明の主体が公務員で
あることの表明も含まれていると考えられる。事実関係が不明な判例が含
まれているためすべてについて確言できるわけではないが、参照しえた判
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例は、意見表明者が公務員であることも含めて公開が問題とされている
例、または行為者が自らが進んで公務員であることを公開したわけではな
いにしても、四囲の状況から見て公務員の行為であることが客観的に分か
ると見られる例が少なくない。慎重義務の根拠に公役務の良き運営の要請
があることからすれば、公役務の良き運営に対する侵害の可能性は、その
意見表明者が公務員であることが公になってこそ発生するのが通常である
から、この基準は、慎重義務の重要な要素をなすものと考えることができ
よう。
４ 意見表明の内容
慎重義務は、行き過ぎた表現活動に制約を加えるものであるから、意見
表明が許容される限度を逸脱したかどうかが重要な判断基準となる。その
ひとつが、３の公開性の有無・程度および５の意見表明の場所などである
が、それと並ぶもうひとつの重要な判断基準が、表明された意見の内容そ
のものである。これについては、一般的にいって、その内容が一定の節度
を越え、行き過ぎた批判・攻撃・中傷・侮辱を伴うような場合に慎重義務
違反とされ、また、批判・攻撃等の度合いが強いほど慎重義務違反として
の非難の度が強くなる、ということになる。多くの判例において、慎重義
務違反とされた公務員の行為が、「行き過ぎた」 (excessif）、「過度な」
(outrancier）、「激しい」 (violent）、「辛らつな」 (acerbe）、「無作法な」
（grossier）、「侮蔑的な」（insultant）、「侮辱的な」（injurieur）、「名誉毀損
的な」（diffamatoire）といった形容詞によって形容されていることは、こ
のことを示すものといってよい。
上記のことは、政治的な意見の表明であっても、それが行き過ぎた内容
を伴わない通常の意見表明である限り慎重義務とはならないことを示して
いる。〔判例19〕と〔判例20〕は、表明された意見内容が慎重義務違反と
なるほどのものではないとされた事例である。
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５ 意見表明の場所
（１) 意見表明が行われた場所もまた、慎重義務違反の判断要素とされる
ことがある。これについて、コンセイユ・デタの判例は、外国領土や植民
地・旧植民地または海外県で行われた政治的性格の強い行為について慎重
義務違反とする傾向がある。
（２)〔判例２〕は、工兵管区の事務員である原告が、チュニスにおいて
選挙活動に参加し、そのことによって、チュニジア勤務というその職務上
の地位から課せられる慎重義務に違反したとされたものであり、〔判例12〕
は、ハノイの高校教師である原告が、地方紙にフランス政府を激しく攻撃
する記事を発表することによって、その職務上保つべき慎重さを著しく軽
視したとされたものであり、〔判例16〕は、アフリカにおける外務行政官
である原告が、公務遂行のためフランスに滞在中にアメリカ大陸における
フランス海外県の独立を推奨した会議の招集と討議に積極的に参加したこ
とが、フランス共和国政府の政策に敵対する個人的行動を公然かつ明白な
仕方で行ったものとして、その地位のゆえに順守しなければならない慎重
さと両立しないとされたものである。
（３) これに対して、同じように海外勤務中の政治的行為であっても、慎
重義務違反に該当しないとされた例もある。〔判例20〕は、モロッコにお
いてフランスの技術援助に携わる外務大臣監督下の職員である原告が、共
和国大統領宛てに発せられたアルジェリア戦争終結のための交渉開始を要
求する公開の決議の署名人に加わった行為が問題となった事例であるが、
処分庁が、原告の行為が海外勤務の公務員に特別に課せられる慎重義務に
違反するとして原告を懲戒処分に付したのに対して、コンセイユ・デタ
は、原告の行為は、決議の文言を考慮するならば、原告に課せられた慎重
義務に違反するものではありえず、他方で、原告が問題の決議を公表した
ものとはいえない、として懲戒処分を違法とした。これは、慎重義務が一
般的により強く課せられる海外勤務の公務員の政治的行為であっても、表
明した意見の内容、意見の公開への関与という観点から見ると慎重義務違
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反に当たらないとされた事例である。
６ 組合活動の一環としての意見表明
（１) 労働組合の委任を受け、組合活動の一環としてなされた政治的行為
については、慎重義務はかなり緩やかに解される傾向にある。ここには、
1946年憲法前文における労働基本権の保障（争議権を含む）、それを踏まえ
た官公吏一般身分規程８条における官公吏の組合活動の権利の承認に見ら
れるように、公務員の組合活動を手厚く保障してきたフランスの伝統が反
映していると見ることができる。
（２)〔判例19〕は、警察職員労働組合連合事務局長である警察副班長が
組合の声明を新聞に公表した行為が、職業的利益の擁護を目的とするもの
で、声明の内容も慎重さを逸脱するものではないとして、非違行為には当
たらないとされたものであり、〔判例26〕は、司法官である原告が、地方
紙において宣言を行い、あわせて同紙に組合決議が公表された事件である
が、ここでは、司法官労働組合全国評議会のメンバーとしての原告の地
位、および原告の行為が直近に開催された会議で採択された組合決議につ
いて解説したにとどまるという事実が考慮されて、原告の行為は司法官に
課せられる慎重義務への違反を構成するものとみなすことはできない、と
されたものである。
〔判例30〕は、労働組合連合の議長である原告巡査によって組織された
殉職警察官を記念するためのデモ行進が、行進の途中で静穏な性格を失
い、公の秩序に対する敵対行為の性格を示すに至ったことを理由として、
原告に対して免職処分がなされた事件であるが、これにつき、コンセイ
ユ・デタは、平穏な行進として始まったデモ行進の途中において政府に抗
議する怒号や行動が湧き起こる事態となったが、この混乱は限定的なもの
であり、原告による静穏な行進を求める訴えにもかかわらず起こったもの
であること、原告は司法大臣の命を受けてデモ行進の解散命令を発し、そ
の後も続いたデモ隊の暴発をそそのかしたりそれに関与したことがなかっ
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たこと、等の事情を考慮に入れて、原告は、この暴発に責任があるという
ことはできないとして、懲戒処分を違法とした。
〔判例31〕は、広域連合消防団長である原告が、記念セレモニーの際に
ジャーナリストに対して伝えた談話が記事のなかで報じられ、さらに原告
が訂正文の掲載を要求することを拒否したことを理由に、慎重義務に違反
するとして戒告処分を受けた事件である。これについて、コンセイユ・デ
タは、報道された談話はすべて原告によってなされたものであることは認
められるが、その談話は労働組合分会長の資格で発せられ、かつ職業的性
格の要求を提示するためになされたものであって、その論調の激しさにも
かかわらず、懲戒処分の根拠となる非違行為を構成するものではない、と
している。
警察官と司法官が慎重義務が厳格に解される職種のひとつであることは
２で述べたとおりであるが、上記の判例は、これらの公務員の行為であっ
ても、組合活動の一環として行われた場合には慎重義務が緩やかに判断さ
れる傾向にあることを示すものである。
（３) これに対して、〔判例15〕と〔判例25〕は慎重義務違反に該当する
とされた事例である。
このうち、〔判例15〕は、全国郵便・電信電話職員労働組合連合の事務
局長である原告が、仏独の労働組合間で結ばれた協定に署名したことを理
由に懲戒免職に付された事件であるが、コンセイユ・デタは、協定が、職
業的ではなく政治的な性格をもつものであること、もしそれが実行されれ
ば、通常の業務、とりわけ国防の観点からの郵便・電信電話の利用を危機
に陥らせるような重大な影響を及ぼす可能性があることを理由に、原告の
行為は労働組合に付与された職業的利益という範囲を逸脱したものであ
り、労働組合指導部としての原告の地位を考慮にいれたとしても、懲戒処
分は正当であるとした。
〔判例25〕は、２で見たように、裁判所長の措置を批判しそれに抗議す
る文書に署名してその普及に協力した大審裁判所付検事代理の行為が慎重
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義務違反とされた事例であるが、ここで、コンセイユ・デタは、原告が
「司法官労働組合トロワ支部の組合員の資格において行動したものである
としても」、原告の行為は司法官に課せられた慎重義務に違背するもので
ある、と判示した。ここでは、労働組合活動の一環として行われた行為で
あっても、文書を公開したこと（文書のコピーの一枚が県代訴士会長の手元
に送達されて公になったこと）が重視されて、原告の行為の非違性が認定さ
れている。
五 結び
１ 慎重義務の根拠とその判断基準の具体性
（１) 慎重義務の根拠として学説・判例が共通してあげるのは、「公役務
の良き運営の確保」の要請である。これは、職務外の公務員の政治活動は
原則として自由であるが、ただ、それが一定の限度を超えて公役務の良き
運営を損なう場合（または損なう恐れがある場合）には慎重義務違反として
懲戒処分の対象となる、という考え方に立つものということができる。も
っとも、公務員の政治活動が公役務の良き運営に対していかなる影響を与
えるかの判断は、必ずしも容易ではない。公務員の政治活動によって現実
に公役務の良き運営に具体的障害が発生する例はそれほど多くはないと考
えられ、通常の場合、具体的障害が生じる可能性ないし蓋然性の有無の観
点から慎重義務違反の有無が判断されることになると思われる。
しかし、慎重義務の根拠として公役務の良き運営の確保があげられると
いうことの前提には、上級公務員の政府に対する忠誠
(14)
義務といった公役務
への具体的影響とは直接関わりなく課せられる義務とは違って、公務員の
政治活動が公役務に対して及ぼす何らかの具体的影響が想定されていると
見ることができる。
（２) ところで、さきに、職務中の公務員の政治活動を制約する法理が中
立義務であり、職務外の公務員の政治活動を制約する法理が慎重義務であ
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ると述べた（二の（２）（３）参照）。学説・判例も、こうした区別に立っ
て公務員の政治活動に対する制約を説明するのが一般的である。ただし、
中立義務と慎重義務の関係は、必ずしもこのように截然と区別できるもの
ではなく、相互に重なり合う場合もある。たとえば、〔判例６〕では、余
暇の時間に宗教団体に頻繁に通っていたという事実にもとづいてなされた
小学校補助教員に対する不利益処分が、職務遂行中にすべての公務員に課
せられる厳格な中立義務にいささかも反していないことを理由として取り
消され、〔判例11〕では、公務員が政党に加入し、政党内で活発に活動し、
公職選挙に政党から立候補することも、それだけでは公役務の中立性への
侵害がない限り非違行為を構成しないとされているが、これらのケースに
おいては、職務外における政治活動によって公役務の中立性（公務員の中
立義務）が損なわれたかどうかという観点から問題がとりあげられてお
り、“職務内の政治活動＝中立義務”、“職務外の政治活動＝慎重義務”と
いう図式は、ストレートには妥当していないことが分かる。学説のなかに
も、慎重義務の根拠として、公役務の良き運営とあわせて公役務の中立性
（行政の中立性）をあげるものがあ
(15)
るが、このこともまた、慎重義務と公役
務の中立性の密接な関連性を示すものといってよい。
仮にこのような考え方に立つならば、慎重義務の根拠として通常あげら
れる公役務の良き運営のほかに、公役務の中立性も慎重義務の根拠のひと
つにあげられることになる。ここでいう公役務の中立性とは、公役務がす
べての国民に対して公平・平等に遂行されなければならないという要請で
あり、公役務が国民に対して公平・平等に遂行されたかどうかはすぐれて
具体的な問題であるから、公務員の政治活動が公役務の中立性に対して与
える影響もまた、具体的に判断できる問題ということになる。
（３) 以上のように、慎重義務の根拠を公役務の良き運営に求める見解に
立つにせよ、それとあわせて公役務の中立性にも慎重義務の根拠を見出す
見解に立つにせよ、慎重義務違反の判断は、これらの根拠との関係で具体
的になされうるものということになる。ロバデールのいうように、慎重義
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務は、まさに「具体的に（in
(16)
concreto）」判断されるべき問題ということ
になる。そして、公務員の政治活動が公役務の良き運営や公役務の中立性
にもたらす具体的影響を判断するための基準が、四で見た慎重義務の判断
基準にほかならない。実際の判例のなかで、慎重義務違反の有無が、これ
らの判断基準にもとづきながら個々の事案に即して具体的な仕方で判断さ
れていることは四で考察したとおりである。
２ わが国現行法制の問題点
（１) 翻ってわが国の現状に目を転じるならば、公務員の政治活動は、冒
頭に述べたように、法律および人事院規則によって（国家公務員の場合）、
または法律および条例によって（地方公務員の場合）、きわめて広範囲にわ
たって禁止されており、それへの違反は、公務員の非違行為として懲戒処
分の対象となるほか、国家公務員の場合には、３年以下の懲役または100
万円以下の罰金という重い刑事罰が科せられることになっている。
（２) 周知のように、このような重罰規定によって担保された国家公務員
の政治活動の広範な禁止については、学説上違憲説が大勢を占めている
が、猿払事件最高裁判決（最判昭49・11・６刑集28巻９号393頁）は、現行
規定にいっさいの留保を付すことなく、これを合憲と判断している。すな
わち、この事件は、①非管理職の現業国家公務員で、その職務内容が機械
的労務の提供にとどまるものが、②勤務時間外に、③国の施設を利用する
ことなく、④職務を利用したり職務の公正を害する意図なしに、⑤労働組
合活動の一環として、⑥選挙用ポスターを公営掲示場に掲示した行為が、
国公法による政治的行為の禁止規定に違反するとして起訴された事件であ
るが、第１審判決（旭川地判昭43・３・25判時514号20頁）が、このような
行為にまで国公法の罰則規定が適用される限度において憲法21条および31
条に違反するとして無罪判決を下したのに対して、最高裁は、国公法によ
る政治的行為の禁止が、「公務員の職種・職務権限、勤務時間の内外、国
の施設の利用の有無等を区別することなく、あるいは行政の中立的運営を
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直接、具体的に損なう行為に限定されていないとしても」、「行政の中立的
運営及びこれに対する国民の信頼」という禁止目的との合理的関連性が失
われるものではないとして、現行法にいっさいの限定解釈を加えることな
しに、また第１審判決のような適用違憲論を採用することもなく、現行規
定を合憲とした。
（３) そして、猿払事件最高裁判決から30年余りを経た2006年、東京地裁
は、社会保険庁に勤務する非管理職の国家公務員が、勤務時間外の休日
に、国の施設を利用することなく、自宅周辺の住宅の郵便受けに政党機関
紙号外等の文書を投函した行為が国公法に違反するとして起訴された事件
（いわゆる堀越事件）において、猿払事件最高裁判決の論理をほぼそのまま
踏襲して、被告人に対して罰金10万円の有罪判決を下すに至った（東京地
判平18・６・29公務員関係判決速報364号25頁、法律時報増刊『新たな監視社会
と市民的自由の現在』（2006年）81頁）。
（４) 猿払事件最高裁判決および堀越事件第１審判決に見られるような、
公務員の職種・職務権限、勤務時間の内外、国の施設の利用の有無、職務
を利用する意図または職務の公正を害する意図の有無、労働組合活動の一
環としての行為か否か、等をいっさい区別することなく、国公法による政
治的行為の禁止を合憲としたうえで、選挙用ポスターの公営掲示場への掲
示（猿払事件）、政党機関紙の郵便受けへの投函（堀越事件）といったおよ
そ行政の中立・公平性を具体的に害するおそれのない行為にまで罰則規定
を適用して行為者を有罪にしようとする発想は、職務外における政治活動
の自由の原則に立ったうえで、公務員の地位・権限、職務の内容・性質、
意見の公開性の有無・程度、意見表明の内容、意見表明の場所、労働組合
の委任の有無、といった判断基準を考慮しながら慎重義務違反の有無を具
体的に判断しようとするフランスの考え方と比較するならば、その対極に
位置するものといってよい。
（５) 筆者は、別稿の末尾において、このような公務員の政治活動に関す
るわが国の抑圧的な法制度は、フランスのみならず、アメリカ、イギリ
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ス、ドイツの現状と比較してみても、現代民主主義国家の法制度として到
底承認されえない前近代的な法制度である旨を指摘した。本稿におけるフ
ランスの慎重義務に関する判例の分析をとおして、このことが改めて具体
的に裏づけられたことを確認して本稿を閉じることとしたい。
【付記】
筆者は、第２次臨時行政調査会を契機にして地方自治総合研究所や国家
公務員労働組合連合会のもとに設けられた故室井力教授をチーフとする研
究会を始めとして、行政改革や公務員制度に関する各種の研究会の場を通
して、佐藤英善教授にさまざまな教えを受ける機会を得ることができた。
教授への感謝の意を込めて、フランスの公務員法を素材とする本稿を捧げ
ることとしたい。
(１) 晴山一穂「フランスにおける公務員の政治活動」専修大学ロージャーナル５号
（2010年）参照。
(２) 晴山注（１）Ⅳ２参照。
(３) 以下、本文で述べることについては、主として晴山注（１）Ⅳを参照。
(４) 晴山注（１）Ⅲ３（２）参照。
(５) Code de la Fonction Publique,8e e?d.,2009,Dalloz.p.64.
(６) 晴山注（１）Ⅳ２（２）参照。
(７) M.Long et autres,Les grands arre?ts de la jurisprudence administrative,16e
 
e?d.,2007,pp.471et s.
(８) A.de Laubade?re,J.-C.Venezia,Y.Gaudemet,Traite?de droit administratif,
Tome2,10e e?d.,L.G.D.J.,1995,p.134;Code de la Fonction Publique,8e e?d.,
p.66.
(９) Conclusion de G.Braibant,D.,1955pp.431et s.
(10) フランスにおいて司法官（magistrature）という場合、司法裁判所の裁判官
と検察官の双方が含まれ、コンセイユ・デタ構成員を始めとする行政裁判所の裁判
官は含まれない。
(11) 晴山注（１）の文末注（16）参照。
(12) A.de Laubade?re et autres,op.cit.,pp.133-134は、教員の思想の自由について
は、教育の宗教的中立性の観点から中立義務がより強められるとしながらも、これ
は教員の信教の自由を何ら制限するものではないとして、多くの判例が、信仰を理
由とする教員に対する不利益処分を中立義務に欠けるところはないとして取り消し
早法85巻３号（2010）1056
ていることを紹介している。また、Code de la Fonction Publique,8e e?d.,p.66は、
教育の宗教的中立性とともに、教育の政治的中立性もまた一般の公務員の場合より
も厳格に要求されるとして、それに関わる判例を紹介している。
(13) 1958年12月22日オルドナンス（司法官身分規程に係る組織法律に関するオルド
ナンス）43条は、「すべて司法官による、その地位に由来する義務、すなわち名誉、
品位（de?licatesse）または威厳を保持すべき義務への違反は、懲戒処分の対象た
る非違行為を構成する。」として司法官の品位保持義務（devoir a?la de?licatesse）
を定めている。
(14) 学説においては、公務員の義務として、中立義務、慎重義務とならんで忠誠義
務（loyalisme）があげられることがある。たとえば、ロバデールは、〔判例11〕に
おける論告委員の論告を引きながら、「公務員の公権力に対する最小限の忠誠義務」
に言及しており（A.de Laubade?re et autres,op. cit.,p.135）、そこでは、公務員
一般に公権力に対する忠誠義務があるかのような説明がなされている。しかし、通
常は、〔判例９〕等を例にあげながら、自由任用職の公務員ないし上級公務員の政
府に対する政治的忠誠という意味で忠誠義務が語られることが多いので(J.-M.Auby,
J.-B.Auby,D.Jean-Pierre,A.Taillefait,Droit de la fonction publique,6e e?d,
Dalloz,2009,p.118;Code de la Fonction Publique,8e e?d.,p.66）、本稿でも、忠
誠義務は自由任用職公務員ないし上級公務員のみを対象とした義務と理解しておく
こととしたい。
(15) Alain di Stefano,La participation des fonctionnaires civils a?la vie politique,
L.G.D.J.,1979,pp.110-112.
(16) A de Laubade?re et autres,op. cit.,p.136.
フランスにおける公務員の慎重義務（晴山) 1057
